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評議員会運営規程 
 

第１章 総則 
 

(根拠) 

第１条 公益財団法人自動車リサイクル促進センター(以下「本財団」という。) 定款第２４条の規定に

基づき、この規程を定める。 

 

(目的) 

第２条 この規程は、本財団における評議員会について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２章 評議員会 
 

(種類及び開催) 

第３条 評議員会は、定時評議員会と臨時評議員会とする。 

２ 定時評議員会とは、毎年度６月に開催される評議員会をいう。 

３ 臨時評議員会とは、毎年度３月及び必要がある場合に開催される評議員会をいう。 

４ 臨時評議員会は、次のいずれかに該当する場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と判断したとき 

(2) 評議員から、理事に対し評議員会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を

もって、招集の請求があったとき 

(3) 前号により請求をした評議員が、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下

「一般社団・財団法人法」という。）第１８０条第２項により裁判所の許可を得て、評議員会

を招集するとき 

(4) 一般社団･財団法人法第１８８条第１項及び第１９７条の規定で準用する第８７条第１項の

裁判所（東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。）の命令により、評

議員会を招集するとき 

 

(招集等) 

第４条 評議員会は、前条第４項第３号により評議員が招集する場合を除き、理事会の決議に基づき、

理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第４項第２号の規定による請求があった場合は、その日から６週間以内に評

議員会を招集しなければならない。 

３ 理事長は、評議員会の開催日の３日前までに、評議員に対し、会議の日時、場所及び目的

事項並びに次の各号で定める事項が評議員会の目的である事項であるときは当該事項をそ

れぞれ記載した書面をもって通知を発しなければならない。 

(1) 理事、監事又は会計監査人の選任又は解任 

(2) 理事、監事又は会計監査人の報酬等 

(3) 事業の全部の譲渡 

(4) 定款の変更 

(5) 合併 

４ 理事長は、前項の書面による通知の発出に代えて、一般社団・財団法人法第１８２条第２項

により、評議員の承諾を得て、電磁的方法により通知を発することができる。 

５ 評議員全員の同意があるときは、第３項の規定にかかわらず、招集の手続きを経ることなく、

評議員会を開催することができる。 

６ 評議員会において、評議員会の延期又は続行について決議があった場合は、第１項、第３項

及び第４項の規定は適用しない。 
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（権限） 

第５条 評議員会は、定款第１９条第８号に定めるその他評議員会で決議するものとして法令で定め

られた事項として、次の事項を決議することができる。 

(1) 理事、監事及び会計監査人が評議員会に提出し、又は提供した資料を調査する者の選

任 

(2) 評議員会の延期又は続行 

(3) 評議員会への会計監査人の出席の要請 

(4) 理事、監事若しくは会計監査人又は評議員の責任軽減 

(5) 第３条第４項第２号又は第３号により招集された評議員会においては、本財団の業務及

び財産の状況を調査する者の選任 

 

(理事及び監事等の出席) 

第６条 理事及び監事は、評議員会において、評議員から特定の事項について説明を求められた場

合は、当該事項について必要な説明をしなければならない。 

２ 次に掲げる場合は、前項の規定にかかわらず、説明を要しない。 

(1） 評議員が説明を求めた事項について説明をするために調査が必要な場合であって、次

に掲げるとき以外のとき 

イ その評議員が評議員会の日より相当の期間前にその事項を本財団に対して通知した

とき 

ロ その事項について説明をするために必要な調査が著しく容易であるとき 

(2) 評議員が説明を求めた事項について説明をすることにより本財団その他の者（その評議

員を除く。）の権利を侵害することとなるとき  

(3) 評議員がその評議員会において実質的に同一の事項について繰り返して説明を求める

とき  

(4) 前３号に掲げる場合のほか、評議員が説明を求めた事項について、説明をしないことに

ついて正当な理由があるとき 

３ 評議員は、必要と認める場合は、審議に関係する者に評議員会への出席を求めることができ

る。 

 

(評議員会の傍聴) 

第７条 評議員会は、非公開とする。 ただし、傍聴希望がある場合は、事前の申請により議長が許可

することができる。 

２ 前項の許可を受けて傍聴する場合であって、議長が必要と認めるとき又は出席評議員の３分

の２以上の賛成があるときは、必要と認める議案について傍聴を禁止することができる。 

 

 

第３章 議事 
 

(評議員の発議) 

第８条 評議員は、一定の事項を評議員会の目的とすることについて、理事長に請求することができ

る。 

２ 前項の請求は、議案及び理由を文書にし、評議員会の４週間前までに理事長に対して行わ

なければならない。 

３ 評議員は、評議員会において、評議員会の目的である事項について議案を提出することが

できる。理事長は、当該議案の提出があったときは、評議員会の議案としなければならない。 

４ 評議員は、理事長に対し、評議員会の日の４週間前までに当該評議員が提出しようとする議

案の概要を第４条第３項及び第４項に定める招集通知に記載して通知することを請求するこ

とができる。 
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５ 第３項及び前項の規定は、同項の議案が法令若しくは定款に違反する場合又は実質的に同

一の議案について評議員会において議決に加わることができる評議員の１０分の１以上の賛

成を得られなかった日から３年を経過していない場合は、適用しない。 

 

(議長と議事運営) 

第９条 評議員会の議長は、評議員の互選により定める。 

２ 前項で定められた議長の任期は２年とし、再任は妨げない。 ただし、議長に事故等あるとき

は、あらかじめ評議員会において定めた順序により、他の評議員がこれにあたる。 

３ 議長は、評議員会の議事を正常に運営するよう努めなければならない。 

４ 議長は、議事進行を妨げると認められる出席者(評議員を除く。) 又は傍聴人を退席させるこ

とができる。 

 

(出席者の発言)  

第１０条 出席者は、議長の許可なく発言することができない。 

 

(決議)  

第１１条 評議員会の決議は、口頭又は挙手によって行う。 

２ 定款第２２条第２項第５号に定めるその他法令で定められた事項は、次の各号とする。 

(1) 理事、監事又は会計監査人の責任の一部免除 

(2) 事業の全部譲渡 

(3) 清算が結了するまでの間の法人の継続 

(4) 吸収合併消滅法人又は吸収合併存続法人となる場合の吸収合併契約の承認 

(5) 新設合併消滅法人となる場合の新設合併契約の承認 

３ 評議員会は、定款１９条に定める評議員会の目的である事項以外の事項について、決議を

することができない。 ただし、評議員会に提出された資料等の調査をする者及び本財団の

業務及び財産の状況を調査する者の選任並びに会計監査人の出席を求める決議について

は、この限りでない。 

 

(評議員会決議の省略)  

第１２条 理事が評議員会の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき評議

員(当該事項について議決に加わることができるものに限る。) の全員が書面又は電磁的記

録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の評議員会の決議があったも

のとみなす。 

２ 理事は、前項により評議員会の決議があったものとみなされた日から１０年間、同項の書面又

は電磁的記録をその主たる事務所に備え置く。 

３ 評議員は、本財団の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。 

(1) 前項の書面の閲覧又は謄写の請求 

(2) 前項の電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法により表示したものの閲

覧又は謄写の請求 

４ 第１項により定時評議員会の目的である事項のすべてについての提案を可決する旨の評議

員会の決議があったものとみなされた場合は、その時に当該定時評議員会が終結したものと

みなす。 

 

(評議員会への報告の省略) 

第１３条 理事が評議員の全員に対し、評議員会に報告すべき事項を通知した場合において、当該事

項を評議員会に報告することを要しないことについて、評議員の全員が書面又は電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、当該事項の評議員会への報告があったものとみなす。 

 

(議事録)  

第１４条 評議員会の議事については、次の各号に定める事項を記載した議事録を書面をもって作成

する。 
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(1) 開催日時及び場所 (当該場所に存しない者がいる場合における当該出席の方法を含

む。) 

(2) 評議員の現在数、出席者数及び出席者氏名 

(3) 欠席評議員の氏名 

(4) 決議を要する事項について特別の利害関係を有する評議員があるときは、当該評議員

の氏名 

(5) 同席者の氏名又は名称 (理事、監事、会計監査人及び参考人等) 

(6) 理事会からの報告事項 

(7) 提案、審議及び決議事項 

(8) 議事の経過の概要及びその結果 

(9) 議長の氏名 

(10) 議事録作成者の氏名 

２ 前項の議事録には、定款第２３条第２項で規定する議長及び議事録作成に係る職務を行っ

た者が署名し、又は記名押印する。 

３ 議長は、第１項の議事録を作成したときは、速やかに評議員、理事、監事及び第６条第３項に

より出席した者に送付するものとする。 

 

(議事録の管理)  

第１５条 議事録は、事務局長が管理し、評議員会の日から１０年間、主たる事務所に備え置く。 

２ 評議員及び債権者は、本財団の業務時間内であれば、評議員会の議事録の閲覧又は謄写

を請求できる。 

 

 

第４章 評議員の解任  
 

(解 任) 

第１６条 評議員は、次の各号に該当するときに解任する。 

(1) 任期を満了したとき 

(2) 自己の都合により評議員を辞任するとき 

(3) 死去したとき 

(4） 一般社団･財団法人法第１７３条１項で準用する第６５条に規定する者に該当することと

なったとき 

(5) 本財団又はその子法人の理事、監事又は使用人となったとき 

 

 

第５章 補 則 
 

（事務局） 

第１７条 評議員会の事務局は、本財団事務統括部とする。 

 

(改 廃) 

第１８条 この規程の改廃は、評議員会の決議による。 

 

(その他必要な事項) 

第１９条 その他必要な事項は評議員会が別に定める。 

 

(実施に関し必要な事項) 

第２０条 この規程の実施に関し必要な事項は、代表理事が別に定める。 
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附 則 

 

第１条 この規程は、令和３年３月１５日から施行する。 

 

平成２２年 ４月２３日 制定 

平成２２年 ６月２８日 改定 

平成２３年 ６月２９日 改定 

令和 ３年 ３月１５日 改定・施行 


